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１．はじめに
　筆者は平成 16 年に日本赤十字社愛知県支部事業推進
課に配属されて以降、現在まで災害救護活動に関する業
務についている。これまで、福井県豪雨災害、新潟県中
越地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震等へ派遣さ
れ、平成 23 年３月に発生した東日本大震災では、初動
班だけでなく、平成 23 年６月まで複数回にわたり、被
災地へ派遣された。また、愛知県支部内に設置された災
害対策本部員として派遣救護班のサポート等も行った。
救護班の派遣終了後も担当者として、東日本大震災の経
験を生かし支部の災害救護体制の強化等に関わってい
る。ここでは、東日本大震災を経験し、明らかになった
課題に対し、愛知県支部の取り組みを紹介する。
２．東日本大震災では初動班として派遣
　愛知県支部では、地震発生直後から支部災害対策室で
災害対策本部を立ち上げ、情報収集を開始した。当日
は、事業推進課は出張者がいたため、在庁者のみで本部
を立ち上げた。災害発生直後は思うように情報が入ら
ず、テレビからの情報に頼るしかなかった。名古屋第一
赤十字病院、名古屋第二赤十字病院からは救護班の出動
の可能性の問い合わせもあった。加えて、第３ブロック
各県支部からも救護班の派遣の問い合わせがあった。情
報が不足する中、テレビ等の情報から甚大な被害が発生
していると判断し、救護班とｄＥＲＵ（国内型緊急対応
ユニット）を派遣することになった。同時に、名古屋第
一赤十字病院並びに名古屋第二赤十字病院に対し、救護
班の派遣を指示した。愛知県支部からは、救護班に帯同
する形で連絡調整員として合計４名の派遣を決定した。
そのうち２名は日本赤十字豊田看護大学からｄＥＲＵと
共に出動し、残りの２名は病院を経由して出動すること
になった。４名は午後 4 時 30 分、愛知県支部を出発した。
　この段階で出動先は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー
ム）の参集拠点の一つであった「つくばメディカルセン
ター」であった。東海地方の太平洋沿岸も津波警報が発
令おり、中央自動車道を利用することとなった。各々の
病院での出発式を終え、東名高速道路の守山パーキング
エリアで合流した。その後、中央道駒ヶ根ＳＡで再度休
憩をとったが、ｄＥＲＵは相当な重量があるため、ｄＥ
ＲＵのみ先導することになった。このころから、赤十字
の救護服を見られた一般の方から激励の言葉をいただ
き、赤十字に対する期待の表れを感じた。駒ヶ根ＳＡ出
発後、愛知県支部から電話で指示があり、つくばメディ
カルセンターから岩手県盛岡市へ出動先の変更指示があ
った。
　中央道を東京方面に向かっている途中の山梨県甲府市
あたりで大きな転換点を迎えた。赤十字無線でお互いの
車両の現在地を確認していた時、偶然、無線を傍受して
いた山梨県支部から電話連絡するよう指示があった。電
話すると、中央道や首都高速の道路情報の提供を受け、
埼玉県を経由するルートの提案を受けた。早速、最寄り
のサービスエリアにおいて全体打ち合わせを行い、ルー
トを再検討することにした。打ち合わせの結果、一旦中
央道を降りてＵターンし、長野自動車道を通り、日本海
側に出て、新潟県～福島県～宮城県～岩手県盛岡市へ向
かうルートを選択することになった。時間的なロスが大
きいという意見もあったが、最終的には安全性を第一と
し、全員一致でルート変更を決定し、ルート変更は愛知1 日本赤十字社愛知県支部　事業部　救護・事業推進課
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県支部にも報告し、了解を得た。
　午前３時過ぎ長野市内を通過したとき、再び大きな転
換点を迎えた。すでに出発し 10 時間経過しており、車
両の運転者を除き、各々仮眠をとっていた。突然、緊急
地震速報のメールが届いた。誰もが一斉に目を覚まし、
携帯電話の画面を見た。震源地は長野県北部、最大予想
震度は６強であった。一部の車両は揺れを感じなかった
が、各々のペースで移動しており、一旦最寄りのパーキ
ングエリアで合流することにした。ラジオから情報収集
しようとしても、東北地方の地震に関する情報ばかり
で、長野県北部の地震に関する情報は流れていなかっ
た。愛知県支部の当直者から電話連絡が入った。全員無
事であることを伝え、テレビの報道状況を教えてほし
い、と伝えたが、愛知県支部でも全体の把握はできてい
なかった。情報収集は愛知県支部に任せることにし、仮
眠をとることにしたが、その後、通行止め区間がないこ
とを確認した愛知県支部からの指示もあり、再出発した。
　新潟県柏崎市のサービスエリアで、再度、愛知県支部
から指示があり、本社と協議の結果、愛知県支部の救護
班は福島県に向かうことになった。その後は、福島県支
部と連絡を取りあい、直接、福島県新地町へ向かうこと
になった。東北自動車道では緊急車両以外は通行止めで
あったが、我々の車両は通行できたが、いたるところで
ひび割れが見られた。その後、福島市内から沿岸部に出
て、新地町へ向かった。
　愛知県を出発し、約 22 時間後に福島県新地町役場に
到着した。そこではすでに新潟県支部の救護班が活動中
であり、ブリーフィングを受けた。それと同時に、原発
事故の一報が入り、福島県支部からの指示もあり、福島
県新地町を離れ、宮城県白石市へ移動した。午後７時過
ぎ、宮城県白石市に到着し、白石市災害対策本部へ到着
報告した。その後、同本部の了解をえて、翌日 13 日か
らｄＥＲＵを展開し、救護活動を実施することになっ
た。13 日早朝から、長岡赤十字病院救護班、日本赤十
字社医療センター救護班、横浜市立みなと赤十字病院救
護班とともに、救護活動を開始した。同時に白石市内の
状況把握に努めた。停電が続いていたが、市内の医療機
関の復旧の目途もたっていた。そのため、宮城県支部へ
出向き情報収集するため、３名を派遣した。宮城県支部
災害対策本部員と情報交換し、石巻赤十字病院への救護
班が不足している情報を得て、石巻赤十字病院へ移動す
ることになった。直ちに、一旦白石市にもどり、他の救
護員とともに石巻赤十字病院へ向かった。
　その後、13 日午後 10 時頃、石巻赤十字病院に到着し
たが、院内は既に多数の被災者で埋め尽くされていた。
石巻赤十字病院災害対策本部に到着報告し、14 日早朝
から救護活動を実施することになった。14 日午後１時
過ぎ、後続班が石巻赤十字病院へ到着したため、引継ぎ
し、初動班は後続班の乗せてきたマイクロバスに乗り、
石巻赤十字病院を出発した。途中、休憩をはさみなが
ら、名古屋へ向かった。愛知県支部から連絡があり、宿
泊して帰還するよう指示があったが、できる限り早く帰
還したいという意見もあり、宿泊せず 15 日午前５時頃
無事名古屋に到着した。
　今回の初動班としての派遣で学んだことは大変貴重な
ものであった。移動の最中もラジオをつけ、途中のサー
ビスエリアではテレビでの被災地の情報を入手し、道路
状況の把握にも努めた。しかしながら、圧倒的に情報量
は少なかった。そのような状況下であっても、最も救護
班が必要な場所はどこなのか、初動班にはそのための情
報収集力と判断力を身につけておくこと必須であると学
んだ。
３．東日本大震災への救護班派遣実績
　愛知県支部では、初動救護班以降平成 23 年７月まで
継続して石巻市へ救護班等を継続して派遣した。表１に
平成７年以降の主な災害派遣実績を示した。東日本大震
災と阪神淡路大震災を比較すると、救護班数で 23 班、
救護班要員で 158 名、災害対策本部要員等で 14 名と東
日本大震災の方が大きく上回った。また、派遣期間も阪
神淡路大震災は約３か月に対し、東日本大震災は約６か
月にわたり、支部及び派遣元の病院には相当な負荷がか
かった。加えて、被災地までの距離があり、移動時間を
考慮した派遣計画を策定した。
　表２は、発災直後の移動手段から最終派遣までの移動
手段を示したものである。初動班は、これまでの災害派
遣同様、救護車両で移動し、宿泊も車両内もしくは派遣
先施設を利用した。派遣先が宮城県石巻市までは長距離
の移動であり、救護員の体調を考慮すべきという意見が
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あり、派遣時期に合わせた移動手段・宿泊先を確保する
ことにした。航空機利用については、航空会社の利用料
無料制度も最大限利用した。仙台空港も甚大な被害を受
けており、新潟空港や山形空港まで航空機を利用し、そ
の後は貸切バスを手配した。その後、４月中旬には東北
新幹線の一部が復旧したため、ＪＲへ切り替えることに
した。また、活動最終日は夕方まで引き継ぎ等があった
ため、同日内に愛知県内へ帰着することは困難な状況で
あったため、できる限り被災地から離れた場所（栃木県
宇都宮市）で宿泊先を確保した。
　派遣期間中の宿泊場所の確保にも苦慮した。発生直後
は、派遣者は救護車両内もしくは石巻赤十字病院の廊下
や会議室で仮眠をとっていたが、３月下旬以降は院内で
宿泊は不可能となった。そのため、同院と石巻市役所と
の協議の結果、農業体験実習館（コロボックルハウス）
を宿泊施設として利用できるようになった。ただし、利
用できる部屋数は限られており、男女関係なく同室で宿
泊する日もあった。派遣終盤を迎える６月頃になると、
市内への交通アクセスの復旧や市内の宿泊施設の再開等
もあり、コロボックルハウスの利用者は少なくなった
が、愛知県支部の救護班は最終班までコロボックルハウ
スを利用した。
４．東日本大震災で明らかになった課題への対応
　東日本大震災での救護活動を通して明らかになった課
題に対して、日赤本社、ブロック代表支部による「ブロ
ック代表支部事業担当部（課）長会議」が開催され、具
体的な解決策を検討することになり、「東日本大震災に
おける災害救護活動の課題解決に向けた実行計画」（表
３）の作成にかかわった。これら課題に対し、愛知県支
部として対応できたものを紹介する。
表１．平成７年以降の主な災害派遣実績
災害名 派遣期間
救護班 災害対策
本部要員等
こころの
ケア要員等班数 要員
阪神淡路大震災 平成 7 年 1 月～ 3 月 10 61 27
新潟県中越地震 平成 16 年 10 月～ 12 月 4 24 16 4
能登半島地震 平成 19 年 3 月～ 4 月 5 30 12
新潟県中越沖地震 平成 19 年 7 月 2 15 8
東日本大震災 平成 23 年 3 月～ 8 月 33 219 41 24
＊愛知県支部分のみ。被災地赤十字病院支援のための派遣者は除く。
表２．被災地までに移動手段及び宿泊場所
移動手段（往路） 移動手段（復路） 派遣中の宿泊場所
1 救護車両 マイクロバス 車両または病院内の廊下等
2 マイクロバス マイクロバス 車両または病院内の廊下等
3 マイクロバス 貸切バス／航空機 車両または病院内の廊下等
4 航空機／貸切バス 貸切バス／航空機 車両または病院内の廊下等
5 航空機／貸切バス 貸切バス／航空機 農業体験実習館（コロボックルハウス）
6 ＪＲ／貸切バス 貸切バス／ＪＲ 農業体験実習館（コロボックルハウス）
表３．東日本大震災における災害救護活動の課題解決に向けた実行計画（抜粋）
・医療面に対する対外的窓口及び日赤内の調整役としての医療コーディネーターの配置
・放射線下における救護活動の実施方針や対応策の策定と防備装備の整備
・多様な環境下においても動作する通信機材及び他の医療機関と情報共有可能な日赤情報システムの整備
・長期間にわたる救護班活動等を支援するロジスティクス中継基地の全国拠点における整備
・DMAT を始めとする多様な医療チームや指定行政機関等どの連携強化
・災害対応能力強化のための救護資器材の追加整備
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１）災害医療コーディネーターの設置について
　平成 25 年４月１日付で「支部災害医療コーディネー
ター設置要綱」を策定し、愛知県が甚大な被害を受けた
災害を想定し、支部災害対策本部で医療調整役となる
「支部災害医療コーディネーター」を管内施設の医師２
名を任命した。平成 25 年７月、同要綱を一部改訂し、
「支部災害医療コーディネートチーム設置要綱」を制定
し、コーディネーターを支援するための「コーディネー
トスタッフ」を任命した（表４）。
　その一方で、本社事業局長名で平成 25 年 4 月 26 日に
「日赤災害医療コーディネートチームの設置について」
の通知文書が発出された。この段階では、愛知県支部独
自の災害医療コーディネーターを任命し、さらにコーデ
ィネートスタッフの任命に取り掛かっていたことから、
本社コーディネートチームの設置については、26 年度
以降に対応することとし、コーディネートスタッフ研修
を実施し、愛知県内のコーディネート体制の構築を優先
することした。その後、平成 26 年 9 月の長野県御嶽山
噴火災害、11 月の長野県神城断層地震災害において、
災害医療コーディネートの重要性が益々高まり、県内で
活動することを想定している「支部災害医療コーディネ
ートチーム」だけでなく、全国へ派遣できるコーディネ
ートチームを確保することを急いだ。本社コーディネー
トチームには、表５のとおり 26 年度中の本社登録でき
るよう、病院と協議を進めている。
２）‌長期間にわたる救護班活動等を支援するロジスティ
クス中継基地の全国拠点における整備
　東日本大震災における農業体験実習館（コロボックル
ハウス）を利用した経験は、これら中継基地の整備に大
きく役立っている。中継基地の整備は、以下の点に重点
を置いた。
　・ 高速道路等からのアクセスがよいところ。
　・ 男女を分けて宿泊（仮眠）できるスペースを確保で
きること。
　・ シャワールーム等の設置も可能であること。
　ほぼ時期を同じくして、愛知県赤十字血液センターで
実施していた検査・製剤業務が日本赤十字社東海北陸ブ
ロックセンターへ移行されており、これら業務に関連し
たエリアの活用方法が検討されていた。そのため、愛知
県赤十字血液センターと協議し、その一部を改築、中継
基地の設置することの了解を得て、中継基地は 25 年 12
月から工事を開始し、26 年 3 月末「日本赤十字社愛知
ロジスティクス・センター　瀬戸ターミナル」（図 1）
として完成した。
　今後は、これら施設を活用した訓練・研修を実施し、
支援する側としてのノウハウを構築し、いざ災害時に活
用できるようマニュアルの策定等を図っていく必要があ
ると考えている。
区分 職種 名一 名二 支部
コーディネーター 医師 １ １ ０
コーディネートスタッフ 看護師・事務職等 ２ ２ ２
小計 ３ ３ ２
合計 ８
＊愛知県支部関係分のみ
表４．愛知県支部災害医療コーディネートチーム
区分 職種 名一 名二 支部
コーディネーター 医師 １ １ ０
コーディネートスタッフ 看護師・事務職等 ４ 4 3
小計 5 5 3
合計 13
（注）26 年度中には、追加でコーディネートスタッフ 9 名を追加任命予定。
表５．日赤コーディネートチーム（平成 26 年度登録予定）
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図１．日本赤十字社愛知ロジスティクス・センター瀬戸ターミナルの概要
●面積　６１０．２１㎡
●可能宿泊人数　６４名
●ベッド　２段ベッド：３２台
●シャワー室　男４：女４
●洗面所　男６：女６
●その他　　・和室・畳間・資機材庫・トイレ　・給湯室
平面図
和室 仮眠室
シャワールーム 物資倉庫
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３）災害対応能力強化のための救護資器材の追加整備
　日本赤十字社には、国内外の皆さまから多額の義援金
をお寄せいただいているほか、世界各国の赤十字社を通
じて海外救援金が届けられている。義援金については、
被災県に設置される義援金配分委員会に全額送金され、
同委員会で定める配分基準に従って被災者へ届けられ
る。一方で、海外救援金は、被災国の赤十字社が行う被
災者支援活動に役立てられるており、平成 26 年 6 月末
現在、約 1000 億円が送金されている。これらの救援金
の使途は、赤十字の基本方針に基づき、被災された方々
や行政等と相談しながら、支援内容を決めている。主な
使途としては、図２のとおりである。
　この使途のうち、災害対応能力強化のための救護資器
材の品目については、先に述べた会議において検討され
た
⑴ 今回の震災対応から新たに整備するもの（新規整備）
⑵ 過去に整備した品目で今回更新整備するもの（更新整
備）
　大きく２つに分けられ、詳細は表６のとおりである。
愛知県支部では、24 年度と 25 年度の２か年で表７のと
おり整備された。これら以外に、平成 16 年度に整備し、
日本赤十字豊田看護大学で保管していたｄＥＲＵ（国内
型緊急対応ユニット）のトラックの更新もこの災害対策
能力強化資器材整備の一部として行われた。
表６．災害対応能力強化のための救護資器材
新規整備 更新整備
救護所用大型テント 通信指令車
現地災害対策本部車両 救護資器材（救援物資）運搬用トラック
衛星携帯電話 救急車
ドクターカー 医療資機材携行用鞄
救護所用冷暖房機器 救護員輸送車
調剤庫（薬剤カート）
携帯型超音波診断装置
表７．災害対応能力強化資器材整備状況
図２，海外救援金の使い道（日本赤十字社のホームページより）
整備年度 品目
配備先
支部 第一 第二
Ｈ 24 携帯型超音波診断装置（ハンディタイプ） 1 　 　
Ｈ 24 救護所用冷暖房機器 1 　 　
Ｈ 24 衛星携帯電話（ＢＧＡＮ） 　 1 1 
Ｈ 24 調剤庫 1 　 　
Ｈ 24 ドクターカー 　 1 　
Ｈ 24 通信指令車 1 　 　
Ｈ 24 救急車 　 　 1 
Ｈ 24 現地災対本部車両 2 　 　
Ｈ 24 救護資器材（救援物資）運搬用トラック 1 　 　
Ｈ 24 救護所用大型テント 1 　 　
Ｈ 25 救護所用大型テント 2 　 　
Ｈ 25 医療資機材携行用鞄 　 2 2
Ｈ 25 救援員輸送車 1 　 　
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　衛星携帯電話（写真１）、救護所用大型テント（写真
２）等は資器材については、各種研修会・訓練で積極的
に活用し、日頃から操作に慣れておく必要がある。現地
災害対策本部車両、救護資器材運搬用トラック（写真
３）については、平成 19 年６月に道路交通法が改正さ
れ、同月以降は普通自動車免許では運転できない車両で
ある。それまでに普通自動車免許を取得した者には、中
型免許（限定）が与えられており運転は可能である。た
だし、中型免許（限定）を取得していても、日頃から運
転する経験がないと、実際の災害時に支障をきたす可能
性があり、定期的な運転操作訓練を実施していく必要が
ある。加えて、これら車両を運転可能な免許を取得して
いない職員が災害救護活動に従事する可能性もあり、中
型免許の取得について検討していく必要がある。
５．救護員に対する研修の見直し
　愛知県支部では、これまでも支部防災業務計画に基づ
き、救護員研修（中級）を実施してきた。平成 16 年の
日本赤十字豊田看護大学が開学されて以降、同大学を会
場としてき実績がある。平成 16 年には、国主導でＤＭ
ＡＴが創設されて以降、災害医療を取り巻く環境は大き
く変化した。平成 18 年度から、ＤＭＡＴ隊員養成研修
を参考とし支部の救護員研修（中級）の研修カリキュラ
ムを大幅に見直したが、その研修参加実績は表 8 のとお
りである。この救護員研修（中級）修了者の東日本大震
災への派遣実績は表９のとおりである。
・ 医師については、人事異動に伴う退職者も多数いた。
・ 看護師長については、他の職種と比較すると最も高い
派遣率を示した。
・ 看護師・助産師については、救護班としての派遣とは
別に石巻赤十字病院への病院支援として派遣された者
もいた。
・ 薬剤師については、病院支援として派遣された者もい
た。
・ 主事については、派遣率は平均値を超えていた。
・ 血液供給要員については、救護班としての派遣実績は
なかった。
・ 災害対策本部要員については、既に他施設へ人事異動
していたものもいた。
　これら以外には、発生時期（年度末）、救護班派遣の
継続性、人事異動、通常業務の調整、家庭の事情等、考
慮すべき点もあった。実際には、十分な研修を受けられ
ず、派遣された者も多数見受けられたが、支部が研修体
系を明確にせず、各施設に研修参加の判断をゆだねてい
写真２．救護所用大型テント
写真 3　救護車両
写真１．衛星携帯電話（ＢＧＡＮ）
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る実態もあった。そのため、新たな研修体系指針を策定
し、救護員登録の考え方も統一化するため、研修体系指
針の策定と合わせ、登録基準を検討することとした。
検討するにあたっては、支部救護員研修の企画運営スタ
ッフとして経験のある施設職員（支部・病院・血液セン
ター・大学）の中から、支部が指名し、支部内にプロジ
ェクトチームを発足させた。平成 23 年度からプロジェ
クト会議を開催し、24 年度中に「日本赤十字社愛知県
支部救護員研修・登録指針」を取りまとめ、25 年度か
ら適用することとした。この指針では、「基礎研修」は
各施設で実施し、そのプログラムは本社救護員マニュア
ルに基づき統一プログラムとした。その修了者が「中級
研修」（支部主催研修）を受講できるようにし、その修
了者が上級研修（本社、国、愛知県）を受講できるよう
にした。
　ただし、中級研修は現状では年１回しか実施できない
ため、参加人数が限られていることから、基礎研修修了
者から救護員登録できるようにした。救護員登録された
者の中から、中級研修を修了した者から常備救護班登録
者とし、災害時には直ちに派遣できる体制を整えること
とした。今後、想定される大規模災害発生時には、必要
な研修を修了できたものが派遣されるよう期待したい。
６．日本赤十字豊田看護大学に対する期待
　日本赤十字豊田看護大学は、愛知県支部（病院を含
む）、第３ブロック赤十字病院、地元自治体、民間企業
等からの寄付を受け、平成 16 年４月に開学した。開学
と同時に、愛知県支部と豊田看護大学の間で、「大規模
災害時における災害拠点としての施設利用等に関する協
定」が締結されている。この協定は、災害時に日本赤十
字社法等に基づく災害救護活動を円滑かつ的確に対応す
るために、愛知県支部が日本赤十字豊田看護大学の施設
を利用するため必要な事項をまとめたものである。
　具体的には、平時から災害救護用備蓄倉庫の設置、ｄ
ＥＲＵ（国内型緊急対応ユニット）積載車両の駐車場設
置、研修会場として体育館等の使用、災害時には、愛知
県支部災害対策本部の代替施設としての活用、救護所の
表８．平成 18 年度から平成 22 年度（23 年 1 月実施）までの研修参加実績
医師 看護師長 看護師 助産師 薬剤師 主事
血液供給
要員
災害対策
本部要員
合計
名古屋第一 18 10 20 5 5 20 78
名古屋第二 18 10 21 4 5 21 79
血液センター 10 10 20
愛知県支部 20 20
小計 36 20 51 9 10 41 10 20 197
表９．救護員研修（中級）修了者の東日本大震災への派遣実績
職種
支部研修
修了人数
東日本大震災
（支部研修修了者）
派遣人数 派遣率
医師 36 8 22%
看護師長 20 13 65%
看護師 51 19 37%
助産師 9 0 0%
薬剤師 10 1 10%
主事 41 14 34%
血液供給要員 10 0 0%
災対本部要員 20 5 25%
合計 197 60 30%
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設置、航空機等の場外離着場としての活用、救援物資の
集積所としての活用、救援物資の受け渡しなどの労務の
提供等が記載されている。
　そのため、愛知県支部では、平時から支部救護員研修
やｄＥＲＵ操作研修会の会場として活用させていただい
ている。救護員研修については、平成 22 年度以前は大
学事務職員の参加案内のみとしていたが、25 年度以降
は教員も対象とした。これは、平成 24 年 12 月 28 日付
で日本赤十字豊田看護大学長から愛知県支部事務局長に
対して依頼文書が送付されたことによる。その依頼文書
では、日本赤十字豊田看護大学も看護師養成機関として
の使命はさることながら、災害時には赤十字関連施設と
しての災害救護活動を実施する方針が示されている。こ
れに対し、愛知県支部は県内の他の赤十字施設と同様に
位置付けるため、平成 25 年４月１日付で日本赤十字豊
田看護大学に対して、「大学救護計画の作成の検討」「支
部が実施する研修会や各種訓練等への教職員の積極的な
派遣」「支部災害対策本部の代替施設として、支部との
連携強化」を依頼したところである。
　このような経緯を経て、現在では大学教職員の各種研
修・訓練等への積極的な参加を呼び掛けおり、豊田看護
大学に対しては、赤十字看護師の養成機関としての責務
を認識され、これまで以上に豊田看護大学の教職員の積
極的な参加を期待したい。
　また、今後は、災害時の大学内での支部災害対策本部
設置するための活用場所の確定や災害時を想定した合同
訓練の実施等を検討しており、関係者のご理解、ご協力
をお願いしたい。
７．おわりに
　東日本大震災を経験して、我々は様々なこと学んだ。
今回の学びをもとに、いざ発生すると甚大な被害が想定
される東海地震・東南海地震に備え、愛知県支部、名古
屋第一赤十字病院、名古屋第二赤十字病院、愛知県赤十
字血液センター、日本赤十字豊田看護大学の更なる連携
強化を図っていきたいと考えている。

